令和７・８・９年度山ノ内町建設工事及び建設コンサルタント等の業務の入札参加資格審査申請について
　山ノ内町が発注する建設工事の請負契約並びに建設コンサルタント等の業務の委託契約についての競争入札に参加を希望する者は、町が付与する種別の入札参加資格を得る必要があります。
今回、令和７・８・９年度入札参加資格の審査を行います。

1 入札参加の種類

（1）建設工事
建設業法（昭和24年法律100号）の定める29業種について、資格を付与します。

（2）建設コンサルタント等の業務

測量、建築コンサルタント、建設コンサルタント、地質調査、補償コンサルタントの５種類の業務における業種について、それぞれ資格を付与します。

2 入札参加資格の有効期間
令和７年４月1日から令和10年３月31日まで（３年間）
3　入札参加資格審査の申請要件
　　入札参加資格を希望する業種・業務（部門）について、次に掲げるすべての要件を満たしていることが必要です。

（1）建設工事

ア　建設業法第３条第１項の規定による建設業の許可を受けていること。
イ　資格審査基準日（令和６年10月１日）の直前1年間の営業年度の終了する日を審査基準日とする建設業法第27条の23第１項の規定による経営事項審査を申請していること。

なお、資格審査基準日以降、入札参加資格申請日までの間に営業譲渡、合併、会社分割、及び会社更生法又は民事再生法の適用により当該事由による経営事項審査を申請している場合は、当該経営事項審査の申請をもってこれとみなします。

ウ　経営事項審査の審査基準日の直前２年間の各営業年度において、工事完成高があること。

エ　資格審査基準日の直前の営業年度における「町税」（山ノ内町に納税義務のある場合に限る）、「事業税」（長野県に納税義務のある場合に限る）、「消費税及び地方消費税」について未納額がないこと。
（2）建設コンサルタント等の業務
ア　建設コンサルタント等の業務に係る営業年数が資格審査基準日（令和６年10月１日）の前日まで引き続き１年以上経過していること。

イ　入札参加資格を希望する建設コンサルタント等の業務の業種について、資格審査基準日の直前１年間の事業年度において業務実績があること。
ウ　資格審査基準日において、入札参加資格を希望する業種について、測量法（昭和24年法律第188号）第55条第１項の規定による登録、建築士法（昭和25年法律第202号）第23条第１項の規定による建築士事務所についての登録、建設コンサルタント登録規程（昭和52年建設省告示第717号）第５条による登録、地質調査登録規程（昭和52年建設省告示第718号）第５条による登録、補償コンサルタント登録規程（昭和59年建設省告示第1341号）第５条による登録を受けていること。ただし、審査基準日以降に登録を抹消している場合は申請できません。
　　なお、建設コンサルタント、地質調査、補償コンサルタントの各登録規程に登録がない場合は、資格審査基準日において次に掲げる技術者を有していること。ただし、審査基準日以降に有しなくなった場合は申請できません。
（ア）建設コンサルタントにあっては、建設コンサルタント登録規程別表に掲げる登録部門のいずれかの部門に該当する技術士、シビルコンサルティングマネージャー（以下「RCCM」という。）、認定技術管理者若しくは建築士法第４条第１項の規定による一級建築士の免許を受けている者で、当該免許を受けた後都市計画及び地方計画部門に係る業務に関し５年以上の実務経験を有していること。

（イ）地質調査にあっては、建設コンサルタント登録規程別表に掲げる登録部門のうち、地質部門若しくは土質及び基礎部門に該当する技術士若しくはRCCM、地質調査登録規程による登録の要件として認められた地質調査に関し15年以上の実務経験者若しくは地質調査技士を有していること。
（ウ）補償コンサルタントにあっては、補償コンサルタント登録規程別表に掲げる登録部門に該当する補償業務管理士、補償コンサルタント登録規程による登録の要件として認められた補償業務に７年以上の実務経験者若しくは補償業務管理者を有していること。

（エ）資格審査基準日の直前の営業年度における「町税」（山ノ内町に納税義務のある場合に限
る）、「事業税」（長野県に納税義務のある場合に限る）、「消費税及び地方消費税」について未納額がないこと。
4　競争入札参加資格の審査を申請することができない者

（1）地方自治法施行令第167条の４第１項に掲げる者。（競争入札に係る契約を締結する能力を有しない者及び破産者で復権を得ない者。なお、被保佐人、被補助人又は未成年であって、契約締結のために必要な同意を得ている者は、同項の規定に該当しない者である。）

（2）地方自治法施行令第167条の４第２項に掲げる者で、競争入札に参加することを停止された期間を経過しない者。
（3）（2）に掲げる者を代理人、支配人、その他の使用人又は入札代理人として使用する者

（4）申請時において町税（山ノ内町に納税義務のある者）、都道府県税並びに消費税及び地方消費税を滞納している者。
（5）営業に関し許可又は認可を必要とする場合において、これを得ていない者。
（6）山ノ内町暴力団排除条例第２条第２号に規定する暴力団員又は同条第３号に規定する暴力団関係者。
（7）申請の日現在において、労働保険、厚生年金保険、健康保険に加入していない者。（加入義務のない者は除く。）
5　経常建設共同企業体結成上の留意事項

（1）構成員全員が入札参加資格を申請している者又は入札参加資格を有している者であることが必要です。

（2）構成員は、同一の業種について他の経常建設共同企業体の構成員となることはできません。

（3）構成員の数は、２社又は３社とします。

（4）共同企業体の名称は、「長い名称」や「建設工事名とまぎらわしい名称」は用いないでください。
6　提出書類
（1）建設工事（町様式又は、長野県と同様の様式としてください。）
	提出書類
	法人
	個人
	JV
	提出要領

	1建設工事入札参加資格審査申請書
	○
	○
	
	宛名は「山ノ内町長　平澤　岳」としてください。

	2登記事項証明書　※
	○
	
	
	法務局の発行する証明書

履歴事項全部証明書又は現在事項全部証明書
（発行から３ヶ月以内のもの）

	3身分証明書　※
	
	○
	
	市町村長の発行する証明書（発行から３ヶ月以内のもの）

	4経営事項審査結果通知書※
	○
	○
	
	資格審査基準日（令和６年10月１日）の直前1年間の営業年度の終了する日を審査基準日とするもの。
提出書類15、16の加入の有無が確認できる場合は、15、16提出不要。

	5納税証明書※

（県税・消費税及び地方消費税）
	○
	○
	
	県税
事業税の納税証明書（長野県に納税義務ある場合）
（発行から３ヶ月以内のもの）

	
	
	
	
	消費税及び地方消費税
本店所在地の税務署が発行する未納税額のない証明（その３の２、その３の３のいずれか）
（発行から３ヶ月以内のもの）

	6町税等納付状況確認同意書
	○
	○
	
	山ノ内町において町税・料金等の賦課がある場合、又は、今後営業所の開設等により賦課が発生する見込みがある場合には必ず提出。

	7建設業許可証明書又は確認書　※
	○
	○
	
	

	8委任状
	△
	△
	
	主たる営業所以外の営業所で、建設業の許可を有する営業所に入札に独自に参加する権限を与える場合。

	9誓約書
	○
	○
	
	山ノ内町暴力団排除条例に規定する暴力団又は暴力団関係者でない旨等の誓約書　。
山ノ内町の様式を利用（文面はそのまま）してください。
宛名は山ノ内町長とし、 実印を押印してください。

	10共同企業体入札参加資格
申請書
	
	
	○
	宛名は「山ノ内町長　平澤　岳」としてください。

	11共同企業体協定書　※
	
	
	○
	

	12共同企業体構成員資格調書
	
	
	○
	

	13経営事項審査結果通知書
　※
	
	
	○
	構成員全員のもの。

	14競争入札参加資格審査申請提出書類チェックリスト
	○
	○
	○
	申請書と併せて提出してください。


	15労働保険に関する確認書類
　※
	○
	○
	
	加入義務がある場合
申請日直前の労働保険概算・確定保険料申告書の控え及びこれにより申告した保険料の納入に係る領収済通知書。
加入義務がない場合

賃金台帳・労働者名簿・源泉所得税領収書等のうちいずれか。
（従業員数の確認）

提出書類４で加入の有無が確認できる場合は、提出不要。


	16厚生年金・健康保険に関する確認書類　※
	○
	○
	
	加入義務がある場合
次の書類のうちいずれか。
・申請日直前の保険料納入告知額・領収済額通知書
・申請日直前の保険料納入告知額通知書及び領収書

・健康保険・厚生年金保険被保険者標準報酬決定通知書

・社会保険料納入証明書
加入義務がない場合

賃金台帳・労働者名簿・源泉所得税領収書等のうちいずれか。
（従業員数の確認）

提出書類４で加入の有無が確認できる場合は、提出不要。



・○印は必ず提出。　△印は該当する場合のみ提出。　※印は写しでも可。　
（2）建設コンサルタント等の業務（町様式又は、長野県と同様の様式としてください。）
	提出書類
	法人
	個人
	提出要領

	1建設コンサルタント等の業務入札参加資格審査申請書
	○
	○
	宛名は「山ノ内町長　平澤　岳」としてください。

	2登記事項証明書　※
	○
	
	法務局の発行する証明書

履歴事項全部証明書又は現在事項全部証明書
（発行から３ヶ月以内のもの）

	3身分証明書　※
	
	○
	市町村長の発行する証明書（発行から３ヶ月以内のもの）

	4納税証明書※

（県税・消費税及び地方消費税）
	○
	○
	県税
事業税の納税証明書（長野県に納税義務ある場合）
（発行から３ヶ月以内のもの）

	
	
	
	消費税及び地方消費税
本店所在地の税務署が発行する未納税額のない証明（その３の２、その３の３のいずれか）
（発行から３ヶ月以内のもの）

	5町税等納付状況確認同意書
	○
	○
	山ノ内町において町税・料金等の賦課がある場合、又は、今後営業所の開設等により賦課が発生する見込みがある場合には必ず提出。

	6登録証明書　※
	△
	△
	測量業者、建築士事務所

	7登録通知　※
	△
	△
	建設コンサルタント、地質調査業者、補償コンサルタント

	8委任状
	△
	△
	主たる営業所以外の営業所で、建設業の許可を有する営業所に入札に独自に参加する権限を与える場合。

	9誓約書
	○
	○
	山ノ内町暴力団排除条例に規定する暴力団又は暴力団関係者でない旨等の誓約書。山ノ内町の様式を利用（文面はそのまま）してください。
宛名は山ノ内町長とし、 実印を押印してください。

	10競争入札参加資格審査申請提出書類チェックリスト
	○
	○
	申請書と併せて提出してください。

	11労働保険に関する確認書類
	○
	○
	加入義務がある場合

申請日直前の労働保険概算・確定保険料申告書の控え及びこれにより申告した保険料の納入に係る領収済通知書。
加入義務がない場合

賃金台帳・労働者名簿・源泉所得税領収書等のうちいずれか。
（従業員数の確認）

	12厚生年金・健康保険に関する確認書類
	○
	○
	加入義務がある場合

次の書類のうちいずれか。
・申請日直前の保険料納入告知額・領収済額通知書

・申請日直前の保険料納入告知額通知書及び領収書

・健康保険・厚生年金保険被保険者標準報酬決定通知書

・社会保険料納入証明書

加入義務がない場合

賃金台帳・労働者名簿・源泉所得税領収書等のうちいずれか。
（従業員数の確認）


・○印は必ず提出　△印は該当する場合のみ提出　※印は写しでも可
7　受付期間

令和７年1月15日（水）から令和７年２月28日（金）（郵送の場合は期間内に必着）
8　申請様式

町様式又は、長野県と同様の様式としてください。
9　提出方法
サイズ・綴じ方は問いません。
郵送可
10　提出先

〒381-0498　長野県下高井郡山ノ内町大字平穏3352-1
山ノ内町総務課管財係　宛

Tel 0269-33-3111　　E-mail kanzai@town.yamanouchi.lg.jp 
11　競争入札参加資格審査申請書の変更

	個人情報の取扱いについて

この申請で取得した住所・氏名等の個人情報は競争入札参加資格審査及び確認に使用するものでありその他の目的では一切使用しません。


　申請者は下表の事項に変更があったときは、必要書類を添付の上、競争入札参加資格審査申請書記載事項変更届（様式第４号）を提出してください。

	変更事項
	添付書類

	１
	商号又は名称

住所（所在地）
	登記事項証明書（変更の事実が分かるも。）

	２
	電話番号･FAX番号
	不要

	３
	代表者又は支店長等（受任者）
	登記事項証明書（変更の事実が分かるもの。）

委任状（受任者がある場合）

	４
	印　鑑
	印鑑証明書（代表者印を変更する場合）

使用印鑑届（使用印鑑を変更する場合）

	５
	建設業許可区分等
	建設業許可証明書等、変更事項を証する書類

	６
	合併等による事業の継承
	登記事項証明書事業を継承したことを証する書面（決算書、株主総会資料、合併協定書等）

	７
	営業の休止等
	不要（ただし、合併の場合は合併協定書等事実が分かるもの）


※添付書類の「委任状」以外は写しでも可。
※証明書については、届提出前３ヶ月以内に発行されたものであること。
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